
朝日町予算の重点・新規事業概要 

平成３１年度 

富山県朝日町 
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（１）一般会計 ７８億６，９８８万６千円 
（過去６番目の規模） 

（対前年度伸率△１５.３％） 

（２）特別会計 
 

病院事業会計 ４３億８，９８４万１千円 （対前年度伸率１７.２％） 

下水道特別会計 １２億７，２６６万１千円 （対前年度伸率△１２.６％） 

その他〔５〕特別会計 １７億９，８０４万円 （対前年度伸率０.３％） 

小計 ７４億６，０５４万２千円 （対前年度伸率６.７％） 

合計（１）+（２） １５３億３，０４２万８千円 （対前年度伸率△５.８％） 

平成３１年度 予算規模 
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子育て・教育（町の「宝」を守り育てる） 

 子育て支援 
新 （仮称）ベビーカーシェアリング事業 

                     ３７６千円 
・子連れ世帯の外出・移動支援として、町内５拠点（役場・こ
すぎ家・クロスファイブ・図書館・なないろＫＡＮ）にベビー
カーを設置し、利用希望者にベビーカーの貸出しを行う。 

子育て支援事業 住民・子ども課 

（継続）子ども医療費助成事業  

               ３２，３００千円 

・保護者の経済的負担の軽減を図るとともに、子育て世帯
に対する切れ目ない支援を行う。 

            子育て支援事業 住民・子ども課 

（継続）おうちで子育て応援事業 

 ３３，７９０千円 
・助成対象児童：生後６月～満３歳の保育所未入所児童 

・助成対象者：対象児童の保護者で一定の要件を満たす者 

・支給額：生後６月～満２歳の誕生月⇒月額６万円 

      満２歳の誕生月の翌月～満３歳の誕生月⇒月額３万円 

子育て支援事業 住民・子ども課 

         

 学校教育 
新 小学校校務用パソコン更新 

             １０，５３５千円 

・全小学校の校務用パソコン（４１台）を更新する。 

    学校管理費 教育委員会事務局 

新 小・中学校校務支援ソフト導入 

７，１８６千円 

・新学習指導要領の完全実施を前に、校務支援ソフトを導入

し、児童生徒の出席簿、指導要録、通信簿などの記録をデ

ジタル管理に移行する。 

学校管理費 教育委員会事務局 

新 中学校タブレット更新 

２，５８７千円 

・ＩＣＴ教育をより推進するため、中学校のタブレット端末を更

新・増大する。（１７台⇒５７台：４０台増大） 

学校管理費 教育委員会事務局 
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子育て・教育（町の「宝」を守り育てる） 

（継続）朝日中学校給食費補助（無償化）  

              １５，４６２千円 
・保護者の経済的な負担の軽減を図り、子どもの生み、育て
やすい環境を整え、子育て世帯の定住促進を図る。 

 

               給食費 教育委員会事務局 

 
 

（継続）泊高校跡地利活用検討事業 

１，０５９千円 
・２０２２年３月に閉校する県立泊高等学校の跡地について、
朝日町の活力に繋がる利活用策を検討する。 

 

泊高校跡地利活用検討事業 総務政策課 

 

 生涯学習 
新 図書館ホームページ改修   １，０５６千円 
・図書館のホームページを改修し、魅力ある情報発信を行い
住民サービスの向上を図る。 

図書館運営費 図書館 

 スポーツ 
（継続）子どもの運動能力・体力向上事業 

８６４千円 
・近年の子どもの体力の低下傾向や二極化が進んでいる中、
児童・生徒の「生きる力」に直結する体力・運動能力の向上
を図る。  

 

 

 

 

 

 

社会体育事業費 教育委員会事務局 

 文化 
（継続）ふるさと美術館展覧会委託事業 

    ５，０００千円 
・郷土作家展、特別展、館蔵品展等開催 
 
            芸術文化振興事業 教育委員会事務局 
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健康・福祉（いつまでも元気で笑顔を保つ） 

 

 健康 
（継続）健康増進事業     ２９，６８６千円 
・各種健診の実施により、疾患の早期発見・早期治療につ
なげ、住民の健康増進を図る。 

（実施概要） 

 ■がん検診（胃・子宮・肺・乳・大腸・前立腺） 

 ■歯周疾患検診、骨粗鬆症検診、肝炎ウイルス検診 

 ■胃がんリスク検査等 

 

健康診査費 保健センター 

 

（継続）健康ポイント事業      １５４千円 
・日頃の健康づくりへの取り組みをポイント化し、健康づくり
への積極的な参加を促すとともに各種健診受診率の向上
を図る。 

（実施概要） 

■各種健診受診（５ポイント）、健康関連事業参加（３ポイン
ト）等により１０ポイント獲得ですこやか応援券（１，０００円）
と交換 

 

健康診査費 保健センター 

 

 福祉・介護 
新 地域福祉計画の推進 

          ６７千円 
・地域福祉の推進を図るため、地域福祉計画推進委員会を
設置する。 

（実施概要） 

地域福祉計画の推進を図るため、計画の進捗状況の把握
や地域及び行政の現状の把握、提言・助言、町民からの意
見・提言の審査、計画改定に向けての課題の整理等 

  

      社会福祉事務費 健康課 
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健康・福祉（いつまでも元気で笑顔を保つ） 

 福祉・介護 
新 避難行動要支援者マップ作成システム 

       ２９２千円 
・災害時の迅速な避難行動を取ることができるよう、避難行
動要支援者に配慮した情報伝達や避難支援体制の整備を
図るとともに避難行動要支援者リストを基にシステム導入
による位置情報を作成する。 

 

要援護高齢者対策費 健康課 

 

新 住民主体地域拠点づくりモデル事業 

                      ３５１千円 
・介護予防や地域における支え合いの体制づくりの推進を
目的にマイスター養成修了者など地域の拠点づくりに意欲
のある住民と協働し、地域における住民主体の拠点づくり
をモデル的に実施する。 

 

地域包括ケア推進事業 健康課 

 医療 
（継続）あさひ総合病院への一般会計繰出金 

 ８５３，１２７千円 

 

                         病院費 財務課 

 

 

 

新 医療体制推進寄附講座  

２３，０００千円 
・富山大学附属病院との寄附講座（サテライト方式）の開設 

 ■事業概要 

  あさひ総合病院内に「富山大学地域医療支援サテライト
センター」を設置し、あさひ総合病院で不足している内科診
療部門を富山大学附属病院の医師が担うことにより、地域
医療の充実を図る。 

 

              医療体制推進費 財務課 
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産業振興（町の活力を生み出す） 

 農林水産業 
新 飼料用米等広域生産・流通体制整備事業 

２，４９９千円 
・畜産農家が飼料用米等を広域から収集するための飼料
運搬用車両の導入経費への補助を行う。 

■事業内容 

 ＷＣＳ（肥育牛用飼料）運搬のためのトラック（１１ｔ）導入補助 

 補助率 県１／３以内 町１／６以内 

             畜産業振興費 農林水産課 

 

 

 

 

新 農業用機械・施設等導入補助事業 

  １５，０００千円 
・農業者の経営基盤の確立、規模拡大や複合化・６次産業
化への取り組みに必要な機械・施設等の導入を支援する。 

（実施概要） 

■経営体育成支援事業 補助額 ４，５００千円 

■とやま型農業経営支援事業 補助額 ７，５００千円 

■新規担い手農業者支援事業 ３，０００千円 
                担い手農家育成・安定対策事業 農林水産課    

 

新 漁業施設等整備事業    ２，６１０千円 
・漁協施設の修繕や更新に係る費用を町漁業振興基金を活
用し漁業施設等整備事業により補助する。 

（事業主体） 

■朝日町漁業協同組合 補助率 ５／６ 

（整備概要） 

■漁協施設（燃料計量機小屋）整備 

       水産業振興費 農林水産課 

 企業立地 
（継続）企業誘致活動       ２，５９４千円 
・企業立地に向けた県外企業訪問や各種企業立地セミナー
への出展 

              企業立地奨励事業 商工観光課 

 商工業 
新 プレミアム付商品券事業  ６，８４９千円   
・消費税増税による低所得者・子育て世帯の消費に与える
影響緩和及び地域における消費を喚起・下支えする。 

■補助率 １０／１０（全額国庫負担） 

 

プレミアム付商品券事業 商工観光課 
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観光・交流（地域の魅力を高める） 

 観光 
新 ヒスイテラス管理運営 

               １１，０３１千円 
・越中宮崎駅前に整備した観光交流拠点施設（ヒスイテラ
ス）の管理及び交流イベントを行う。 

  

                      観光事業 商工観光課 

 

 

 

 

（拡充）ヒスイ海岸イベント支援事業 

    １，２００千円 
・交流人口の増加やヒスイ海岸のＰＲをより一層推進するた
めイベント支援の拡充を図る。 

■補助額 １団体 ３００千円（Ｈ３１：４団体） 

（Ｈ３０年度実績） 

・宮崎ヒスイ海岸マリンフェスタ 

・昭和女子大学（海の家プロジェクト、星空のナイトシアター） 

 

                      観光事業 商工観光課 

 

（拡充）滞在促進交流支援事業 

６００千円 
・朝日町を会場として県内外から参加して開催される各種大
会等（参加者２０名以上）において、参加する町外者が町内
で宿泊した場合に宿泊費用の一部を主催団体に補助する。 

■補助額 ２，０００円／人・泊（上限：３００千円／団体） 

              観光事業 商工観光課 

 

（拡充）舟川桜並木周辺活性化事業 

     （交流エリア整備）    ３３，５０６千円 
・日本全国から多数の方が訪れる景勝地となった「あさひ舟
川 春の四重奏」の来訪者の受入れ体制の整備を行い、交
流人口の一層の拡大を図る。 

（整備概要） 

■交流エリア整備 駐車、イベントスペース造成 

         舟川桜並木周辺活性化事業 商工観光課 
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観光・交流（地域の魅力を高める） 

 交流 
（拡充）地域おこし協力隊活動事業 

 ８８，５４２千円 
・都市地域から人材を誘致し、生活の拠点を移した者を、町
が「地域おこし協力隊員」として任用を行う。 

（実施概要） 

■募集分野 農業振興、移住定住振興、スポーツ振興等 

■対象者 三大都市圏等に生活の拠点を置く住民で朝日  

       町に住所を異動できるもの 

■隊員数 Ｈ３０予算 １６名 

       Ｈ３１予算 ２０名（継続１４名、新規６名） 

 

                移住定住推進事業 総務政策課 
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観光・交流（地域の魅力を高める） 

新 地域おこし企業人      １２，０００千円 
・三大都市圏に所在する民間企業等の社員を一定期間受
け入れ、そのノウハウや知見を活かし、地域の魅力や価値
の向上を図る。 

（企業人の活動概要） 

■特産品の販路拡大、観光振興 

■エリアリノベーションプロジェクト等 

 

 

移住定住推進事業 地域振興課 

 

新 サテライトオフィス事業   ３，６８１千円 
・地方へのビジネス参入に興味がある首都圏等のＩＴ企業の
サテライトオフィスを町に誘致することにより、移住定住又
は関係人口の促進、空き家対策、就労の場の確保など地
域の活性化を図る。 

（実施概要） 

■企業とのマッチング会への参加     １，４０８千円 

■町見学会の実施                 ６５９千円 

■お試しサテライトオフィス整備（１棟） １，６１２千円 
 

              移住定住推進事業 地域振興課 

 

 

（継続）第３６回全国ビーチボール競技大会 

 第２４回翡翠カップビーチボール大会 

 第４回全国学生ビーチボール交流大会          

                  ５，５９０千円 

 
              社会体育事業 教育委員会事務局 
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定住（町の良さを理解し愛される風土をつくる） 

 

 中心市街地 
（継続）街路事業  

   ５９，２３８千円 
・人と車の安全かつ快適な交通を確保するとともに、緑豊か
な魅力あるまちづくりを形成する目的から、あいの風とやま
鉄道泊駅周辺へのアクセス向上を図るため、基本構想の策
定及び都市の骨格となる都市計画道路等の整備を推進する。 

 

都市計画事業 建設課 

  

 移住・定住 
（拡充）地域おこし協力隊退任後定住応援 

      事業              ７５０千円 
・隊員が、地域おこし協力隊退任後、引き続き朝日町に居住
する場合、当面の生活支援金として補助金を支給する。 

（実施概要） 

■助成方法 

 退任翌月に２５０千円、その１年後に２５０千円を支給 

 

移住定推進事業 地域振興課 

 

新 インフルエンサー情報発信事業 

 ３００千円 
・移住に興味がある層に刺さる移住プロモーションができる
旅人「インフルエンサー」が朝日町を訪れ、町の移住施策や
生活についてＳＮＳで情報発信を行うことにより移住定住の
促進を図る。 

（実施概要） 

■四季に応じた町の情報発信を展開 

・春「移住×春の四重奏」 

・夏「移住×ヒスイ海岸」 

・秋「移住×文化」等 

移住定住推進事業 地域振興課 
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定住（町の良さを理解し愛される風土をつくる） 

 

新 地域おこし協力隊起業支援事業 

１，０００千円 
・地域おこし協力隊員が町内で起業をする場合、起業に要す
る経費に対し支援を行うことで、朝日町への定住及び町の活
性化を図る。 

（実施概要） 

■交付要件 町内で起業し、かつ、町の活性化に資すること。 

■補助金 上限１，０００千円（補助率１０／１０） 

 

移住定住推進事業 地域振興課 

 

新 移住支援・マッチング支援事業 
    （新年度県単事業：地方創生推進交付金事業） 

２，０００千円 
・東京圏への過度な一極集中の是正及び地域の中小企業
等における人手不足の解消を目的に、地方創生推進交付金
を活用して移住者に対し支援金を支給することにより、ＵＩＪ
ターンによる移住の促進、移住者の定着を図る。 

（実施概要） 

■移住支援・マッチング支援 

・東京圏から朝日町に移住して中小企業に就職した場合 

 １，０００千円／世帯（６００千円／単身） 

 

移住定住推進事業 地域振興課 
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定住（町の良さを理解し愛される風土をつくる） 

 

（拡充）自治振興会事務員設置補助 

３，８４０千円 
・自治振興会が事務員を設置するために要する経費に対す
る補助を増額 

（実施概要） 

■補助額 設置費の５０％⇒６０％に増額 

       （上限４００千円⇒４８０千円） 

自治振興費 総務政策課 

 

（拡充）自治振興会活動支援事業 

５，１００千円 
・地域の様々な課題に対し、地域住民が主体となり、その課
題解決を図るための活動に対し補助を行う。 

・平成３１年度からは、より幅広い地域活動に活用してもらえ
るよう、地区内外住民との交流イベント枠を設け、イベントに
よる地区の賑わい創出を支援する。 

（実施概要） 

■地域交流イベント事業の新設 補助上限 ３００千円／地区 

 

自治振興費 総務政策課 

 

 

（拡充）自治公民館建設等事業 

１，０５４千円 
・自治公民館は災害が発生した際の一時避難場所であり、
耐震性が求められるが、公民館のほぼ半数が、耐震基準を
満たさない木造建築であることから、耐震診断及び改修に必
要な費用に対する補助制度を拡充する。 

（実施概要） 

■補助対象基準 昭和５６年５月以前に着工した木造建築 

 

■補助率 耐震診断 ２，０００円～６，０００円 

       改修費 耐震改修に要する経費の２／３ 

 

■補助金額 耐震診断 限度額 ５４千円 

         改修費 限度額 １，０００千円 

 

自治振興費 総務政策課 
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安心・安全（町民のくらし・生命を守る） 

 防災 
新 デジタル防災行政無線設備整備事業 

８，８００千円 
 

・無線通信規則の改正により、２０２２年１２月１日以降、既存
のアナログ無線機器が使用できなくなることから、現行の防
災行政無線のデジタル化を図る。 

 

安全安心なまちづくり事業 総務政策課 

 

 

（拡充）災害時等メール一斉配信システム 

８１１千円 
 

・職員用の災害時等メール一斉配信システムに住民への配
信と気象庁による気象情報連携を追加することにより、町民
への迅速、的確な情報伝達を図る。 

 

安全安心なまちづくり事業 総務政策課 

 

 
新 地震倒壊防止対策事業 

 ３，５２５千円 
 

・地震による倒壊被害を未然に防ぐため、公共施設等の 

ブロック塀の撤去等を行う。 

 

安全安心なまちづくり事業 総務政策課 

 

 

新 避難施設Wi-Fｉ整備事業 

６，４２６千円 
 

・避難場所である地域振興施設や武道館、屋内グラウンド、
まちなか体育館にWi-Fi 環境を整備し、災害時の初動体制や
連絡・情報収集の向上に努める。 

 

安全安心なまちづくり事業 総務政策課 
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安心・安全（町民のくらし・生命を守る） 

 

 消防・救急 
新 防火水そう改修等事業 

 ８，７８７千円 
・防火水そうに堆積した土砂の除去及び長寿命化に向けた
改修を行う。 

（実施概要） 

■防火水そう修繕・改修２基 境（６０ｔ級）、温泉町（４０ｔ級） 

■耐震性貯水槽埋設場所アスファルト舗装（草野地内） 

■浄化槽リメイク（向陽町地内） 
消防施設費 消防署 

 

 

新 簡易水道消火栓附属品購入補助 

  ３００千円 
・町内会等で管理されている簡易水道消火栓の消火用ホー
ス等附属品購入・修繕に対し補助を行うことにより初期消火
活動に万全を期すもの 

（実施概要） 

■購入・修繕費用の１／２以内（上限：１００千円） 

 

消防施設費 消防署 

 

 

 有害鳥獣 
（継続）耐雪型侵入防止柵整備事業 

     ６２，３７０千円 
 

・山間部に設置されている簡易電気柵を５カ年計画（Ｈ２９～
Ｈ３３）により順次耐雪型侵入防止柵（電気柵）へ更新し、維
持管理に係る負担の軽減を図る。 

（事業概要） 

■Ｈ３１延長：Ｌ＝５，２５０ｍ ５ヶ年総延長：Ｌ＝２６，３００ｍ 

 

 有害鳥獣対策事業 農林水産課 
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生活基盤（心地よいくらしを支える） 

 都市計画 
（継続）泊駅南土地区画整理事業 

   １３，３２５千円 

・あいの風とやま鉄道から国道８号までの周辺における耕作

放棄地の解消や土地の利活用を図るため、組合施行による

泊駅南土地区画整理事業を支援（町負担金） 

 

都市計画事業 建設課 

 

 

 

 道路・交通 
（継続）あさひまちバス運行事業 

 ４３，９７２千円 
・公共交通である「あさひまちバス」の利用促進をより一層図
るため、平成３１年度から運用が予定されている富山県統一
バスロケーションシステムを導入し、利用者の利便性の向上
を図る。 

（バスロケーションシステム概要） 

■バスの現在地がリアルタイムで確認 

■運行状況（遅延状況等）の確認 

■スマートフォンからも情報が容易に取得可能 

■GoogleMapなどの地図情報とのリンクにより施設情報や   

  観光情報が取得可能 

公共バス運行事業 企画調整課 
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生活基盤（心地よいくらしを支える） 

 環境衛生 
新 安全・安心でおいしい地下水連絡協議会 

  （地下水サミット開催） 

   １，８１０千円 

・恵まれた豊かな天然の水を地下から汲み上げ、生活用水

や農業用水等に利用している地域は今なお多く存在する。 

この貴重な地下水を生活の糧としている全国の地方自治体

や地域住民などと連携し、地下水の保全や利活用について

共通認識を持ち、飲用できる地下水の希少価値を全国に訴

え、保全対策を講ずるとともに、地域の地下水保全政策の展

開や支援を呼びかけることを目的地下水サミットを開催する。 

（実施概要） 

■連盟協議会総会 

■地下水サミット（基調講演、町村長サミット、サミット宣言等） 

■加盟団体 富山県朝日町、北海道東川町、福島県小野町、 

         福島県川内村、福島県平田村、福島県古殿町、 

         福島県天栄村、福島県鮫川村、千葉県芝山町 

 

環境衛生事業 住民・子ども課 

 

 

 

 情報共有、町民参加 
新 朝日町再生事業 

 １，０２６千円 
・行政と町民が一体となった「町民参加のまちづくり」を推進
することを目的に町長をはじめとした関係職員が各種団体と
テーマを決めて議論するなかで町民の生の声や思いに直に
触れることで、より踏み込んだ「町民参加のまちづくり」を実
現する。 

（実施概要） 

■朝日再生塾（年間５回程度） 

 ・泊中心部活性化 

 ・観光の産業化 

 ・スマート農業で人手不足を解消 

 ・まちづくり等をテーマに議論 

■講演会・納会（各１回） 

 

企画費 企画調整課 
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